
４．資産除去債務の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額(注１) 当期減少額(注２) 期 末 残 高 摘 要

石綿障害予防規則に基づくもの 261¶478¶115 4¶313¶948 0 265¶792¶063 独立行政法人会計基準第91特定有

ダイオキシン類対策特別措置法に基づくもの 76¶664¶429 982¶798 0 77¶647¶227 独立行政法人会計基準第91特定有

賃貸借契約に基づくもの 66¶537¶274 1¶531¶023 0 68¶068¶297 独立行政法人会計基準第91特定有

鉱業法等に基づくもの 0 409¶845¶845 0 409¶845¶845

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び放射線障害防止法
に基づくもの

533¶696¶805 7¶092¶830 162¶486¶135 378¶303¶500 独立行政法人会計基準第91特定有

計 938¶376¶623 423¶766¶444 162¶486¶135 1¶199¶656¶932

(注１) 当期増加については、利息費用の計上に対応する資産除去債務の増加及び鉱業法等に定められている鉱山の休閉山において講ずべき鉱害防止等の義務に基づく債務を計上したことによるもので
す。

(注２) 当期減少については、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び放射線障害防止法に基づきモックアップ試験室建屋の廃止措置の一部及びＲＩ利用開発棟の廃止措置を完了し、
債務を履行したため減少したものです。

５．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

資 本 金 政 府 出 資 金 792¶175¶116¶387 85¶000¶000¶000 606¶215¶848 876¶568¶900¶539 出資金の受入と国庫納付による資本金の減資

民 間 出 資 金 16¶419¶373¶615 0 2¶629¶522 16¶416¶744¶093 独立行政法人日本原子力研究開発機構法附則第５
条第２項に定める払戻し

計 808¶594¶490¶002 85¶000¶000¶000 608¶845¶370 892¶985¶644¶632

資 本 剰 余 金 施 設 費 72¶341¶828¶082 4¶315¶850¶578 0 76¶657¶678¶660 施設整備費補助金での固定資産の取得

補 助 金 61¶690 12¶470 0 74¶160 固定資産の取得

運 営 費 交 付 金 46¶841¶186 4¶602¶220 0 51¶443¶406 固定資産の取得

減 資 差 益 0 8¶109¶380 0 8¶109¶380 国庫納付による資本金の減資

損益外除売却差額相当
額

� 27¶749¶757¶530 19¶178¶884 1¶907¶239¶863 � 29¶637¶818¶509 出資財産等の除却

計 44¶638¶973¶428 4¶347¶753¶532 1¶907¶239¶863 47¶079¶487¶097

損益外減価償却累計額 � 343¶366¶459¶654 � 19¶403¶082¶747 � 1¶716¶142¶212 � 361¶053¶400¶189 固定資産の減価償却による増加及び固定資産の除
却による減少

損益外減損損失累計額 � 14¶299¶070¶591 � 1¶095¶831¶100 � 150¶998¶044 � 15¶243¶903¶647 固定資産の減損の認識による増加及び固定資産の
除却による減少

損益外利息費用累計額 � 85¶806¶082 � 13¶920¶599 � 15¶321¶428 � 84¶405¶253 時の経過による増加及び資産除去債務の履行によ
る減少

差 引 計 � 313¶112¶362¶899 � 16¶165¶080¶914 24¶778¶179 � 329¶302¶221¶992
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